
緊 急 開 催 !！ 

自治体人事業務のサポートセミナー 

～業務量調査、会計年度任用職員、人事評価システム～ 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

自治体人事業務のサポートセミナー参加申込書  Ｈ31．3．13 

団体名： 
  

  
所在地 〒   － 

 

 

 

TEL(    )    －     

FAX(    )    －     

  

ご連絡担当者： 

労働人口の大幅な減少が進む中、その中でも職員の人材活用と人材育成には、従来にも増して取り組まれていることと存じま

す。現在、地方自治体を取り巻く人事関連業務は大きな変化の連続となっています。平成２９年度の人事評価制度の導入、そし

てその結果の給与反映、働き方改革による取組み、平成３２年度からの導入が決定している会計年度任用職員制度などです。 

本会では自治体職員向けの研修業務以外に、人事評価制度の構築や職員定員算定業務などコンサルティングに関わる実績

も多くあります。今回は現在の自治体人事業務を取り巻くテーマをピックアップし、トータルにサポートするセミナーを開催いたしま

す。 

働き方改革や会計年度任用職員導入に向けて必要な調査としての①業務量調査と結果活用の仕方、②会計年度任用職員制

度導入に必要な例規整備等のポイント、③人事評価システムの導入メリットについて、それぞれのテーマに合わせて、専門家より

解説、説明いたします。 

ご多忙とは存じますが、この機会にご参加いただき、ご検討賜りますようお願い申し上げます。 

【開催にあたって】
 

FAX ０６－６４４１－４３１９ 

※参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。 
①参加券の発送などの事務処理 ②本紹介セミナーのテーマに関連する情報の提供 ③セミナー・イベントなど上記以外の本会事業のご案内 
なお、③がご不要の場合は□にチェックしてください。--- □不要 

★ 日 時： 平成３１年３月１３日（水） １３：００～１６：５５             

★ 参加料： 無料 

★ 会 場： 大阪科学技術センタービル （大阪市西区靭本町 1－8－4） ※裏面地図を参照ください 

★ 対 象： 地方自治体の人事ご担当者 

★ 定 員： ３０名 

              

主催：  

関西本部 公務協力 G 行 

【申込方法】：下記の参加申込書に必要事項をご記入の上、ファクシミリ送信にて下記へお申込ください。 

折り返し参加券をお送りします。（参加申込は参加券の発送にて確認させていただきます。 

不着の場合は、必ず前日までにお電話でご確認ください。） 

【開催概要】
 

 

参加者氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 所属・役職 

 



【プログラム】 

 

 講演内容 講師プロフィール 

1３：００ オリエンテーション 日本経営協会 事務局 

１３：０５ 

 

 

 

 

 

 

 

１４：３５ 

『業務量調査と結果活用の仕方』 

 

①  業務量調査の進め方 

 

②  業務量調査の留意事項とメリット 

 

③  業務量調査結果の働き方改革 

/各種計画/実務への反映の仕方 

 

 

 

１４：４５ 

 

 

 

 

 

 

 

１５：４５ 

『会計年度任用職員制度導入に 

必要な例規整備等のポイント』 

 

①  現況把握と任用適正化後の職の整理 

 

②  想定される導入準備スケジュール 

 

③  例規整備に必要な検討ポイントと可能

な支援内容 
 

 

 

１５：５５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６：５５ 

『人事評価制度システム導入のメリット』 

 

①  人事評価制度運用における現状と対策 

 

②  提供する人事評価システムの概要 

 

③  人事評価システムの導入事例 

 

  

一般社団法人日本経営協会専任講師  細川 考甚 氏 

 

大学卒業後、官公庁の施策立案に関する調査・研究を主

とし活動し、総合計画や行政改 革、行政評価手法の策

定等に尽力する。その他、官公庁を中心とした地域活性

化（農業 振興・地域ブランド形成・コミュニティビジ

ネス・観光戦略）や教育・産業振興（教育 計画・生涯

学習推進計画）なども企画から実際の策定（工程管理含

む）を担当するなど、 行政経営・地域活性化を専門と

したコンサルタントとして活躍。その間、研修講師とし 

ても制度浸透等のために活躍し、現在は、政策プランナ

ーとして全国にて各種指導を行 っている。 

 

 

関西本部 公務協力グループ 

TEL：06-6443-6925 

FAX：06-6441-4319 

〒550-0004 大阪市西区靭本町1-8-4 大阪科学技術センタービル 

日本経営協会 
大阪科学技術センター 

【お問合せ先（会場のご案内）】
 

 

第一法規株式会社  

自治体法務サポートセンター 

例規整備担当者 

 

第一法規株式会社 

昭和 18 年 2 月 3 日設立 (創業 明治 36 年) 

「法関連情報の提供を通じて、お客様の課題解決を支援

する」事業の展開は、法律専門出版社として書籍メディ

アからスタートした第一法規が、一貫して 100 年以上前

から行っており、近年、電子化商品、情報提供サービス

及び業務支援ソフト事業をとおして、あらゆる商品又は

メディアの提供により、自治体の法務・例規の専門事業

者としての活動を実施している。 

 

 

株式会社日進サイエンティア  

システム担当者 

 

株式会社 日進サイエンティア 

2008 年 10 月 1 日設立。 

公務員人事給与制度に完全対応した公的機関に特化し

た人事給与総合ソリューション【Ｕ－ＰＤＳ】は国立病

院機構シェア 100％、高等専門学校機構シェア 100％、

国立大学法人シェア 65％という実績があるほか、20 年

の人事分野でのソリューション経験と 180 社以上に及

ぶコンサルティングのノウハウを集約し、タレントマネ

ジメントに求められる機能をフルラインでカバーする

高機能人事システム【スマートカンパニー】は日本毛織

株式会社、株式会社日本取引所グループなど多くの導入

実績があります。 

 

 


